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○ 経済産業省告示第289号 

 

中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第12条第１項の規定に基づき、石油卸売

業・燃料小売業に係る経営力向上に関する指針を次のように定めたので、同条第五項の規

定に基づき公表し、公布の日から施行する。 

  平成29年12月21日 

 

経済産業大臣 世耕 弘成 

 

石油卸売業・燃料小売業に係る経営力向上に関する指針 

第１ 現状認識 

人口減少・少子高齢化や自動車の燃費改善等に伴い、ガソリンをはじめとする石油

製品の需要は減少している。ガソリン販売量は、平成16年度の61,476千ＫＬと比較し

て平成28年度には52,645千ＫＬまで減少（約14％減）している。更に、今後、電気自

動車等の次世代自動車（以下「ＥＶ等」という。）の普及が見込まれることから、石

油製品の需要の更なる減少が予想されている。こうした中で、石油卸売業・燃料小売

業全体の平成28年度における売上高は約14.5兆円であり、平成６年度における売上高

（約30.8兆円）と比較して約16.3兆円減少（約53％減）している。ガソリン等の石油

製品を販売するサービスステーション（以下、「ＳＳ」という。）数に関しても、平

成６年度末の60,421箇所と比較して平成28年度末では約半分の31,467箇所まで減少

（約48％減）している。現存するＳＳのうち、約98％が中小企業であり、また、運営

するＳＳが１箇所である企業は全体の約71.5％を占める。 

こうした厳しい経営環境下において、ＳＳを維持し、地域のエネルギーの安定供給

を確保するためには、ＳＳ自身が足下の経営を見つめ直し、顧客接点を有するという

特徴を活かした新たなサービスの開発や配送の合理化等を進めることでＳＳの経営基

盤の安定化や生産性の向上を図ることが必要となっている。更には、ＥＶ等の普及、

ＩｏＴの進展、カーシェアリングの普及等の技術革新や経済社会の変化によってＳＳ

のビジネスモデルが大きく左右される可能性があり、こうした状況にも対応できる強

固で柔軟な経営基盤を確保していくことが求められる。 

 

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項 

１ 計画期間 

     計画期間は３年から５年までとする。 

２ 経営指標 

支援に当たっての判断基準は、中小企業等の経営強化に関する基本方針（平成17年

総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第２号。以下「基本

方針」という。）第４と同様に、「労働生産性」を基本とする。 
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ただし、石油製品の需要の減少が見込まれ、販売競争が激化する石油卸売業・燃料

小売業においては、ＳＳにおける人材・設備等への継続的な投資を行うため、投資の

原資を確保する観点から売上高経常利益率を高めることも重要である。また、ＳＳに

おける取引の安定性を確保し、将来の利益率向上を図るためには、高度人材の獲得等

の人材への投資や品質管理の徹底に努め、自社の付加価値額を高めることも重要であ

る。このため、支援に当たっての判断基準については、次に掲げる指標のうちいずれ

かとする。 

なお、地域の中核的な企業を中心とした取組に係る申請その他のグループによる申

請については、グループ全体としての経営指標又は参加者個々の経営指標のいずれも

用いることができることとする。 

一 労働生産性 

労働生産性について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸

び率が２％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は1.5％以上、計画期間が

３年間の場合は１％以上の目標を求める。 

注）労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労

働者数又は労働者数に一人あたり年間就業時間を乗じたもの。）で除したもの

とする。 

二 売上高経常利益率 

売上高経常利益率について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの

目標伸び率が５％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は４％以上、計画

期間が３年間の場合は３％以上の目標を求める。 

注）経常利益の算出に当たっては、営業利益から、資金調達に係る営業外の費用

（支払利息、新株発行費等）を控除したものとして、本業と関連性の低い営業

外の収益（有価証券売却益、賃料収入等）は含まないものとする。 

三 付加価値額 

付加価値額について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸

び率が２％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は1.5％以上、計画期間が

３年間の場合は１％以上の目標を求める。 

注）付加価値額とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計とする。 

 

第３ 経営力向上の内容に関する事項 

１の一から六までに掲げる事項を、２の表の上欄に掲げる事業者の規模に応じ、同

表下欄に掲げるところにより、実施することとする。 

１ 実施内容 

一 人材育成の強化等に関する事項 

イ 人材の育成 

ＥＶ等の普及をはじめとした外部環境の変化に対応するため、自社内での



 

3 
 

教育の実施に加え、従業員を石油精製元売会社、設備メーカー又は都道府県

石油商業組合（以下「組合」という。）が開催する研修・セミナーへ参加さ

せ、従業員の育成を図る。 

ロ 優良人材の確保 

廃止したＳＳの元従業員等の即戦力となる人材を確保・活用する。 

ハ 従業員満足度の向上 

職場環境の整備、待遇の改善、休暇取得の柔軟性向上、成果報酬の見直し、

残業時間の削減等により、従業員の満足度を向上させ、人材の確保を図る。 

二 財務管理に関する事項 

イ 費用の効率化 

燃料油、油外（燃料油以外）、兼業といった部門ごとの収益の把握といった方

法によるコストの可視化、いわゆるＰＤＣＡサイクルの徹底、マニュアルの作成

による業務の実施方法の標準化等を図ることにより費用の効率化を図る。 

ロ 適正な仕入価格の確保 

石油精製元売会社が石油製品の価格算定に用いる、石油精製元売会社とＳ

Ｓ間における一般的なフォーミュラによって算定した価格によって取引を行

う等により、適正な価格による仕入れを行う。 

三 営業活動の強化に関する事項 

イ 顧客分析による新たな商品・サービスの提供 

走行量調査や入店率調査等による潜在的需要の把握等を通じて各顧客に対

応した商品・サービスを提供し、又は継続的に改善することにより、販売数

量、油外収益、顧客満足度の向上を図る。 

ロ 経営の多角化 

自動車関連事業への進出など、ＳＳの特性を活かした経営の多角化により

油外収益の確保を通じて経営力強化を図る。 

ハ 官公需受注の取組の促進 

組合を構成するＳＳによる地域でのネットワーク性を活用し、組合による

官公需の受注に係る運動を推進する。 

ニ 他業界における優良事例の導入 

ＰＯＳシステムの情報等を利用して消費者の情報を収集・分析し需要の多

様化等に適応する等、他の卸売・小売業界で見られる優良な取組等を導入す

る。 

四 ＩＴ等の利用による経営能率の向上に関する事項 

イ データベース構築の推進 

財務、会計、人事、給与管理等に、一般に販売されている業務用ソフトウ

ェア又はクラウドサービス等の標準的なシステムを導入する、又は顧客管理

システムや需要動向等データベースを構築する等により、管理部門における
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業務の効率化を推進する。 

ロ 決裁手続きの電子化の推進 

組合による官公需の受注等を推進するため、決裁手続きの電子化を進める等の

取組を推進する。 

五 災害対応力強化に関する事項 

イ 自家発電機の導入等による災害対応力強化 

自家発電機の導入や防災訓練、研修会への参加等により災害対応力を強化する。

あわせて、こうした取組を通じて官公需受注機会の拡大、地域住民の信頼性向上

を図る。 

ロ 災害発生時における連携強化 

災害発生時における避難所等の重要施設への燃料供給や電力会社所有の電源車

への燃料供給に関する自治体や他業界との連携体制の構築を図る。 

六 その他経営力向上に関する事項 

イ 高性能な設備の導入 

既存の設備と比べて高効率な空調、照明機器、洗車機、ＰＯＳ、計量機等を導

入し、エネルギー効率の向上及び省力化を推進する。 

ロ 設備の共同利用 

設備を事業者間で共同利用・共同購入することにより、設備の回転率向上を図

る。 

ハ 配送の合理化 

複数事業者による共同出資会社や有限責任事業組合（ＬＬＰ）を設立するなど、

配送の合理化の実現により、灯油等の石油製品の配送コストの削減を推進する。 

２ 規模別の整理 

小規模（石油卸売業・燃料小売業：

従業員数５名以下） 

１一イから四ロまでに掲げる事項のうち１

項目以上 

注）右記に加え、１五イから六ハに掲げる

事項にも取り組むことを推奨する。 

中規模（石油卸売業：従業員数６人

以上100人以下、燃料小売業：従業員

数６人以上50人以下） 

１一イから四ロまでに掲げる事項のうち２

項目以上 

又は 

１一イから四ロまでに掲げる事項のうち１

項目以上かつ１五イから六ハに掲げる事項

のうち１項目以上 

中堅（石油卸売業：101人以上、燃料

小売業：51人以上） 

１一イから四ロまでに掲げる事項のうち３

項目以上 

又は 

１一イから四ロまでに掲げる事項のうち２
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項目以上かつ１五イから六ハに掲げる事項

のうち１項目以上 

 

第４ 海外において経営力向上に係る事業が行われる場合における国内の事業基盤の維持

その他経営向上の促進に当たって配慮すべき事項 

基本方針第４の３に定めるところによる。 

 

第５ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項 

基本方針第５の４に定めるところによる。 

 

第６ 適用範囲 

本指針の適用範囲は、日本標準産業分類の細分類 5331 石油卸売業、6051 ガソリンス

タンド及び 6052 燃料小売業（ガソリンスタンドを除く）に分類される事業を行う事業

者のうち、揮発油等の品質の確保に関する法律（昭和 51 年 11 月 25 日法律第 88 号）

第３条の登録を受けた事業者又は石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和 50 年 12 月

27 日法律第 96 号）第 27 条第１項の規定により届出を行った事業者とする。 


